
郡山市上下水道事業の概要について

令和８年６月５日(金)

郡山市上下水道局

1

資料１



郡山市の水道事業について
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説 明 項 目

１ 水道事業について

２ 郡山市水道事業の歴史

３ 郡山市の浄水場・給水区域

４ 水道料金体系について
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１ 水道事業について
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水質＝「清浄」

水量＝「豊富」

対価＝「低廉」

公衆衛生の向上と

生活環境の改善を図る

〇経 営 ⇒  市町村

○水道事業 ⇒ 「地方公営企業法」が適用

・郡山市上下水道局は 郡山市が経営する「企業」

１）水道事業とは（水道法第１条）

水を供給する事業
目的



２）水道事業の経営（下水道事業・農業集落排水事業も同様）
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○地方公営企業の経営の基本原則
（地方公営企業法第３条）

○地方公営企業の特徴
• 水道料金で運営①独立採算制
• 複式簿記の採用②企業会計方式
• 経営責任者として
事業管理者の設置

③行政と経営の分離

常に企業の経済性を発揮
公共の福祉を増進



運営本市の状況事 業 の 定 義事 業 の 種 類

郡山市上水道
不特定多数人へ供給する事
業で計画給水人口が
５００１人以上

上 水 道
事 業水

道

事

業

郡山市
湖南・熱海
簡易水道事業

不特定多数人へ供給する事
業で計画給水人口が
１０１人以上
５０００人以下

簡易水道
事 業

民間
４施設

（R7末現在）
特定者へ供給する事業で、
居住人口が１０１人以上

専用水道

※郡山市では、上水道事業と簡易水道事業の２種類の事業を運営している。

３）水道の種類
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※年間総有収水量：年間総給水量のうち、水道料金徴収の対象となった水量
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令和７年度項目

３１４，９３４人行 政 区 域 内 総 人 口

３０５，２３０人給 水 人 口

１４０，８６８戸給 水 戸 数

９６．９％上 水 道 普 及 率

３７，９０４，１３５㎥年 間 総 給 水 量

３４，２０６，１９５㎥年 間 総 有 収 水 量

１０３，８４７㎥一 日 平 均 給 水 量

４) 郡山市水道事業の業務量



１）近代水道の創設

○明治45年（1912年） 4月1日

安積疏水の水を利用した豊田浄水場を建設・

通水

○全国で23番目、東北では、秋田市、青森市に

次ぐ３番目に通水

○平成24年（2012年）100周年
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２ 郡山市水道事業の歴史

明治45年 創設当時の豊田浄水場



１）近代水道の創設

○近代水道創設以前は、ため池や湧き水を使用

○安積開拓の成功や安積疏水の通水により、

製糸業等の工業が目覚しく発達

○現住人口・交流人口が大幅に増加
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○町の総予算の５倍(完成時には６倍)の建設費

を投じて建設
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２）拡張の歴史



水需要の動向を踏まえ、計画を下方修正

施設の老朽化等の課題を抱えていた豊田浄水場
を廃止し、その機能を堀口浄水場へ統合する
「浄水施設統合事業」が主要事業

第８次事業

・「安全」「安定」「強靭」な水道の構築

・水道施設の効率的な運用
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３）拡張から維持管理の時代へ



熱海

堀口

荒井

上下水道局

給水開始 昭和48年４月

年間総給水量に 1.6％

占める割合(R7)

〇主に磐梯熱海温泉街へ給水

給水開始 昭和46年７月

年間総給水量に 81.4％

占める割合(R7)

〇本市の基幹浄水場

給水開始 平成９年７月

年間総給水量に 16.9％

占める割合(R7)
〇東北で初めて、オゾンと活性炭に

よる高度浄水処理を導入

１）郡山市上水道の浄水場

給水開始 昭和36年12月

年間総給水量に 0.1％

占める割合(R7)

〇旧中田簡易水道

柳橋
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３ 郡山市の浄水場・給水区域

猪苗代湖
浜路取水場
（取水塔）

猪苗代湖

上戸頭首工

浜路取水場
（取水塔）



上下水道局

〇湖南西部地区配水施設
給水開始 平成11年２月

年間総給水量に 30.4％

占める割合(R7) 

〇湖南東部地区配水施設
給水開始 平成６年２月

年間総給水量に 67.3％

占める割合(R7)

〇熱海地区配水施設
給水開始 平成６年６月

年間総給水量に 2.3％

占める割合(R7)

２）郡山市簡易水道の配水施設
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猪苗代湖

上戸頭首工

浜路取水場
（取水塔）



河川法に基づく水利使用許可（水利権）

所管官庁 国土交通省北陸地方整備局 国土交通省東北地方整備局 郡山市

取水施設 浜路取水場 逢瀬川取水場 三春ダム取水塔 深沢川

取水場

水利権

浄水施設 堀口浄水場 荒井浄水場 熱海浄水場

0.493 ㎥ /S

(42,595㎥ /日)
0.0348 ㎥ /S

(3,000㎥ /日)

上戸頭首工

猪苗代湖 逢 瀬 川 三春ダム 深沢川

（安積疏水土地改良区管理）

水源

1.225㎥/S

(105,840㎥/日)

0.156㎥/S
(13,478㎥/日)

1.381㎥/S

(119,318㎥/日)

0.231 ㎥ /S

(19,958 ㎥ /日)

３）郡山市上水道の水源と水利権

14



料金に関する法律

地方公営企業法 第21条（料金）

地方公共団体は、地方公営企業の給付について料金を徴収することができる。

２ 前項の料金は、公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な経営の下

における適正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保することが

できるものでなければならない。

水道法 第14条（供給規程）

水道事業者は、料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給条件について、供給規程を定めなけ
ればならない。

２ 前項の供給規程は、次に掲げる要件に適合するものでなければならない。

一 料金が、能率的な経営の下における適正な原価に照らし、健全な経営を確保することができる

公正妥当なものであること。

二 料金が、低率又は定額をもって明確に定められていること。

三 水道事業者及び水道の需要者の責任に関する事項並びに給水装置工事の費用の負担区分及びその

額の算出方法が、適正かつ明確に定められていること。

四 特定の者に対して不当な差別的取扱をするものでないこと。

４ 水道料金体系について
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郡山市の水道料金

準備料金（円）口径

1,16613mm

3,15720mm

5,17025mm

15,84040mm

23,43050mm

58,52075mm

100,100100mm

100,100125mm

217,800150mm

309,100200mm

水量料金（円/㎥）使用水量

102.31～20㎥
226.621㎥～

使用水量に関わらず

かかる料金
使用水量に応じてかかる料金

＋＋

水道料金
【参考】一般家庭の水道料金

（口径13mm・使用水量20㎥）

3,212円/月

一般用一般用

（月額・税込）
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郡山市の水道料金(中田町柳橋・中津川)

準備料金（円）口径

74813mm

2,04620mm

3,35525mm

10,29640mm

15,22450mm

38,03875mm

水量料金（円/㎥）使用水量

71.51～20㎥
148.521㎥～＋＋

水道料金
【参考】一般家庭の水道料金

（口径13mm・使用水量20㎥）

2,178円/月

現行の水道料金との格差については、今後解消していく予定。現行の水道料金との格差については、今後解消していく予定。

（月額・税込）

令和１３年度～令和８～１２年度令和４～７年度年度

970680530準備料金

1,6001,3001,000水量料金

257198153消費税10％

2,8272,1781,683計 ×約1.3 ×約1.3

〇３段階引き上げの内容（口径13mm・使用水量20㎥）
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〇令和８年６月から



郡山市の簡易水道料金(湖南・熱海中山)

準備料金（円）口径

85813mm

2,36520mm

3,87225mm

11,88040mm

17,56750mm

43,89075mm

従量料金（円/㎥）使用水量

771～20㎥
16521㎥～＋＋

簡易水道料金
【参考】一般家庭の簡易水道料金

（口径13mm・使用水量20㎥）

2,398円/月

現行の水道料金との格差については、今後解消していく予定。現行の水道料金との格差については、今後解消していく予定。

（月額・税込）

令和１３年度～令和８～１２年度令和４～７年度年度

970780630準備料金

1,6001,4001,200水量料金

257218183消費税10％

2,8272,3982,013計 ×約1.2 ×約1.2

〇３段階引き上げの内容（口径13mm・使用水量20㎥）
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〇令和８年６月から



福島県内１３市の水道料金
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郡山市の下水道事業

農業集落排水事業

について
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説 明 項 目
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１ 下水道事業について

２ 郡山市下水道事業等のあゆみ

３ 近年の国の動向

４ 汚水事業

５ 雨水事業
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汚水を集めて浄化し、川や海に流
すので、水質が保全できる。

公共用水域の水質保全

雨水の排除

街なかに降った雨水を側溝や下水管を通して
排除し、浸水を防いで被害を軽減する。

都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、あわせて公共用
水域の水質保全に資することを目的とする。（下水道法第１条抜粋）

〇 役割と種類

家庭や工場の汚水を排除し、蚊やハエの
発生を防ぎ、まちがきれいになる。

生活環境の改善
汚水

雨水
下水道事業は、「汚水私費」・「雨水公費」の原則による事業経営

１ 下水道事業について
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○公共下水道（汚水・雨水）とは

主として市街地における下水（汚水・
雨水）を排除、処理する施設

＊市街地以外で、特定の環境を保全するための
公共下水道あり（特定環境保全公共下水道）

○農業集落排水施設とは

農村地域における汚水を排除、処理
する施設

生活排水等処理施設の概念図

○合併処理浄化槽とは

トイレの排水のほか、台所や風呂等
の生活排水もあわせて処理する施設



２ 郡山市の下水道事業等のあゆみ
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郡山市
公共下水道

流域関連
公共下水道

特定環境保全
公共下水道

農業集落
排水施設

合併処理
浄化槽

浸水対策

1958（昭和 33）

事業着手
1958（昭和 33）

事業着手

1970（昭和 45）

郡山市浄化センター
供用開始

1977（昭和 52）

梅田ポンプ場
供用開始

1980
(昭和55)

1988（昭和 63）
県中浄化センター
(福島県)供用開始

1988（昭和 63）

事業着手

1990
(平成2年)

1993（平成 5）

事業着手

1993（平成 5）
合併処理浄化槽

設置補助制度開始

水門町ポンプ場
古川ポンプ場
横塚ポンプ場

供用開始

2000
(平成12年)

2008（平成 20）
県中浄化センター

(福島県)への接続替え

2002（平成 14）
湖南浄化センター

供用開始

2009（平成 21）

全計画地区
整備完了(17地区14施設)

古坦ポンプ場
五百淵ポンプ場

供用開始

2010
(平成22年)

2014（平成 26）
100mm/h

安心プラン登録

2020
(令和2年)

2026（令和 8）
石塚ポンプ場

供用開始

～1979
(昭和54)

1977（昭和 52）

事業着手

下水処理

種別
年代



行政区域＝郡山市 ７５，７２０ ｈａ

事業計画 5,680.1ha

全体計画 6,614.1ha

整備済面積

＊合併処理浄化槽区域 ＝ 行政区域－（流関＋特環＋農集）

＜農業集落排水施設＞

＜湖南特環公共下水道＞

＜流域関連公共下水道＞

整備率

84.2％

（令和７年度末）
１） 汚水処理施設の整備状況（面積）

（1,521.5ha）

17地区（14施設）

全体計画 180.0ha

4,780.8ha

整備済面積
155.5ha

事業計画

174.5ha
整備率

89.1％

全体計画区域：将来的に下水道の整備を想定している区域

事業計画区域：下水道の整備を進める区域 26
※流域関連公共下水道の事業計画及び農業集落排水には赤沼地区、

高倉地区、川田地区、早稲原地区、上伊豆島地区の面積を含む(119.1ha)



(令和７年度末)

２） 汚水処理施設の整備状況（人口）
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※汚水処理人口普及率＝各施設の汚水処理人口の総計÷住民基本台帳人口×１００
水洗化率（％）＝接続人口÷汚水処理区域内人口×１００
汚水処理人口普及率は四捨五入を行ったため、合計が合わないことがあります。

流域関連 233,879 75.8% 216,597 92.6%

湖南特環 2,143 0.7% 1,436 67.0%

計 236,022 76.5% 218,033 92.4%

10,768 3.5% 7,987 74.2%

45,401 14.7% 45,401 100.0%

292,191 94.7% 271,421 92.9%合　　計

種　　別

公　共
下水道

農業集落排水施設

接続率
（水洗化率）

汚水処理
区域内人口

汚水処理
人口普及率

接続人口

合併処理浄化槽

308,498 人　市全体住民基本台帳人口



□「汚水処理の事業運営に係る広域化・共同化計画の策定について」
（平成30年1月 総務省・農水省・国交省・環境省の４省により発出）

汚水処理施設事業の課題
執行体制～ヒト～ 持続可能な下水道事業運営を行うための体制確保
施設管理～モノ～ 効率的な施設利用と計画的な維持管理の実施
経営管理～カネ～ 維持管理費の削減等による汚水処理原価の低減

将来にわたり持続的な運営が図られるよう、効率的な事業運営が求められる。

○内容

28

各都道府県が市町村等とともに検討体制を構築 → 作成

福島県では令和４年度に福島県汚水処理事業広域化・共同化計画を策定
ハード対策「処理施設の統廃合」
ソフト対策「維持管理の共同化」

広域化・共同化が課題解決（改善）の手段の一つ

３ 近年の国の動向
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１） 郡山市汚水処理施設の区域
：流域関連公共下水道事業

：湖南特定環境保全公共下水道事業

：農業集落排水事業

：合併処理浄化槽

：合流式下水道区域

（汚水と雨水を一本の管で流している区域）
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４ 汚水事業



本宮市

郡山市

須賀川市

鏡石町

矢吹町

郡山市流域関連

公共下水道事業

本宮市流域関連

公共下水道事業

須賀川市流域関連

公共下水道事業

公共下水道事業

矢吹町流域関連

郡山市下水道管理センター

（旧郡山市浄化センター）
横塚三丁目地内

２） 福島県阿武隈川上流流域下水道（県中処理区）の区域

：流域幹線(県)

公共下水道事業

鏡石町流域関連
凡例

県中浄化センター（県） 日和田町高倉地内
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３） 農業集落排水施設の区域（17地区14施設）
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●：処理施設

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩
⑪

⑭

⑮

⑯
⑰

赤沼地区・高倉地区は流域関連
公共下水道へ接続済

上伊豆島地区

前田沢地区

早稲原地区

中山地区

河内地区

片平地区

多田野地区

富岡地区
川田地区

鍋山地区

三町目地区

木村地区

阿久津地区

赤沼地区

高倉地区

小川地区

流域関連公共下水道区域

分流区域

小泉地区

⑫⑬

早稲原地区・上伊豆島地区は流
域関連公共下水道へ接続予定

川田地区は流域関連公共下水道
へ接続予定

合流区域



郡山市の下水道等使用料

基本使用料（円）基本水量

1,30610㎥

超過使用料（円/㎥）汚水量

17611～20㎥

20321～51㎥

23051～100㎥

263101～200㎥

291201～500㎥

318501～

汚水量に関わらず

かかる料金
汚水量に応じてかかる料金

＋＋

下水道等使用料
【参考】一般家庭の下水道等使用料

（汚水量20㎥）

3,066円/月

一般用一般用

※農業集落排水は下水道に準じた使用料としている
（月額・税込）
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福島県内１３市の下水道使用料
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下水道使用料比較（県内13市）20㎥/月の場合の比較
（令和７年６月１日現在）

（円）

県内13市平均 3,192



１） 排水対策施設の整備状況

○事業内容 ： 浸水の危険性の高い地区において、
雨水幹線・雨水排水ポンプ場を整備。

・雨水排水ポンプ場（７か所供用）

梅田ポンプ場、水門町ポンプ場、古川ポンプ場、横塚ポンプ場、
古坦ポンプ場、五百淵ポンプ場、石塚ポンプ場

古坦ポンプ場（富久山町久保田字古坦 地内）雨水幹線の整備（字大河原 外 地内）

34

５ 雨水事業



郡山市ゲリラ豪雨対策９年プランによる下水道事業（雨水貯留施設整備）

浸水対策の効果

令和元年６月２３日（日）
10分間雨量18ｍｍ
1時間雨量33ｍｍ

令和元年５月１５日（水）
10分間雨量20ｍｍ
1時間雨量33ｍｍ

麓山調整池（令和元年6月18日から暫定供用）

通行止め１箇所 通行止め０箇所
同程度の雨だったが浸水が軽減

雨水貯留管のイメージ

既設雨水管

既設
雨水管

既設雨水管

雨水貯留管（新設）
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○水資源の有効活用及び浸水被害の軽減を目的に、平成８年度から雨水流
出抑制施設の設置者へ補助金を交付する事業。

下記３つの補助対象があり、設置者の水道及び下水道使用料金の節約に

も繋がります。

２） 雨水活用補助金と止水板等工事補助金

○建物の浸水被害を軽減するため、建物等の所有者又は使用者を対象に、

止水板設置工事費の一部を補助します。

【工事費の1/2、限度額30万円】

限度額補助割合施設区分

25万円（一般住宅）
工事費の2/3

浄化槽転用等雨水貯留施設・
埋設型雨水貯留施設 40万円（事業所など）

2万5千円（１基あたり）工事費の2/3浸透ます（４基まで）

4万円購入費の2/3地上設置型雨水貯留タンク（100Ｌ以上）
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３） ハザードマップ

○ハザードマップは、以下の浸水が予想される範囲
とその深さ及び避難場所などを表示し、浸水時に市
民の皆さんの避難に、役立つよう作成したものです。

大雨により川の水が増水した場合に、堤防の決壊や越水により浸水が想定され
る範囲や浸水の深さを表示したもの。

洪水ハザードマップ
（建設構想部河川課）

局地的大雨（ゲリラ豪雨）が降った場合に、浸水が想定される範囲や浸水の深
さを表示したもの。

内水ハザードマップ
（上下水道局経営戦略課）

ﾎﾟｽﾀｰ形式
（Ｒ２年度に市内全世帯へ配布）

37
※３次元浸水ハザードマップ（郡山市ｳｪﾌﾞｻｲﾄにおいて53地点を公開）
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